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論文要旨
ロボットの市場は 2020 年には 2.9 兆円，2035 年には 9.7 兆円にまで成長し，この内
サービス分野の市場は 2035年には全体の半分を占めると予想されている．サービス分野
では，警備ロボットや掃除ロボットといったサービスロボットや，パーソナルモビリティ
などの移動支援装置が開発されている．これらのロボットや装置は，主に屋内環境での利
用を想定しているため，それらの移動機構は移動効率の高いものが望ましい．従来の操舵
型の移動機構よりも移動の自由度が高く，移動効率の高い移動機構として，これまでに全
方向移動機構が開発されてきた．特に，フリーローラ付き車輪を用いた全方向移動機構
は，ホロノミックな全方向移動を実現する上で最も多く用いられている．この理由として
は，既存の車輪をこれらの特殊車輪に置き換えるだけで全方向移動を容易に実現できると
いうことが挙げられるが，フリーローラが床面に対して不連続に接地することによる振動
の発生や，フリーローラに依存する低い段差乗越え能力といった問題が指摘されている．
屋内で活躍するロボットまたは移動支援装置のプラットフォームとして用いる機構に
は，平面走行だけでなく，段差や溝の走破性能が高いことも必要であると考えられる．屋
内環境における効率的な移動を可能にする新たな移動機構として，我々は以前，球体を駆
動輪として用いた球体駆動式全方向移動機構を開発した．先行研究において開発された試
作機は，段差や溝，傾斜のある環境において，オムニホイールを用いた全方向移動機構よ
りも高い走行性能を示した．
しかしながら，従来の球体駆動式全方向移動機構には，球体支持部にボールキャスタを
用いたことによるメンテナンス性の悪さや，キャスタの表面が傷つくことによる錆や騒音
といった問題があった．また，車幅が大きく，狭い通路やドアを通る余裕がほとんど無い
という問題もあり，狭い場所における利便性を向上させる必要があった．さらに，電動車
いすへの応用の際には，段差や傾斜を走行する際の安全性の確保が重要であると考えら
れる．
ii
本研究では，球体駆動式全方向移動機構の将来における利用・普及を促すため，本機構
の安全性の向上を目的とし，従来機の課題を解決するだけでなく，動作中の安全性を確保
するための装置の開発を目標とする．
本論文では，まず安全性の向上に関して，電動車いすや自律移動ロボットへの応用を考
え，安全性の向上のための安価で高精度な全方向衝突検出装置の開発を行う．さらに，小
型化によって発生すると考えられる段差や傾斜走行時の安定性の低下を抑えるために，台
車と座面の間に駆動部を設けた安定化装置の試作を行う．また，球体の駆動効率を改善す
るためにロータ (回転子)の素材の検討を行い，利便性の向上に関しては，従来の球体駆
動式全方向移動機構のメンテナンス性や騒音といった課題を解決するための手法として，
球体支持部をボールキャスタから自在キャスタに置き換えることを提案し，試作機の開発
を行う．
本論文では，以下の手順で研究成果を報告する．第 1章では，研究の背景と目的を述べ
る．第 2章では，球体駆動式全方向移動機構の駆動原理及びこれまで開発されてきた機体
を紹介するとともに，駆動部に用いるロータ材料の選定を行う．第 3章では，全方向にお
ける衝突検出のための装置として，非接触センサを用いた全方向衝突検知バンパーを開発
し，バンパーの変位測定精度の評価を行う．第 4章では，段差・傾斜走行時の安定性の確
保として台車と座面の間に 2自由度の駆動部を設けた安定化装置を開発し，動作実験を通
して装置の評価を行う．さらに，第 5章では，球体駆動式全方向移動機構の利便性向上の
ための工夫として，球体支持部の改良案を提案し，走行実験を通して従来機との比較を行
う．また，荷重が加えられた場合の走行性能についても検証する．最後に，第 6章で本研
究で得られた新しい知見をまとめている．
iii
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1第 1章
緒論
1.1 研究の背景
我が国では，ロボット技術が広く研究・開発されており，ロボットの市場は 2020年に
は 2.9兆円，2035年には 9.7兆円にまで成長し，この内サービス分野の市場は 2035年に
は全体の半分を占めると予想されている [1]．
この主な要因として少子高齢化が挙げられ，労働力人口の減少に伴う作業負荷の増大
や，製品・サービスの質および生産性の向上の必要性から，次世代のロボット技術による
Quality of Lifeの向上への期待はますます高くなると考えられる．経済産業省が 2010年
に発表した「技術戦略マップ (2010)」では，将来の市場・社会ニーズとして，2025年ま
でに「次世代産業用ロボット」「フィールドロボット」「サービスロボット」の実用化を達
成するという目標が立てられており，ロボット技術は今後，産業分野のみならず，我々の
生活や医療・福祉に密接に関わると考えられる．近年では，警備ロボット [2]や，案内ロ
ボット [3]，掃除ロボット [4]，介護ロボット [5], [6]といったサービスロボットや，インテ
リジェント電動車いす [7]やパーソナルモビリティといった移動支援装置 [8]などの開発
が盛んに行われている．
このようなロボットや装置は，主に屋内環境での利用を想定している．家庭内やオフィ
ス，工場などの一般的に想定される屋内環境は，おおよそ整地された環境であるといえる
が，小さな段差や傾斜，階段，エレベータの乗降口の溝といった不整地も存在する．した
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がって，屋内環境におけるロボットあるいは移動装置は，平面での走行だけでなく，段差
や溝の走破性能が高く，且つ移動効率の高いものが望ましい．移動機構は，これまで車
輪を用いたものやクローラ，脚機構を用いたものなど様々なものが考案・開発されてき
た [9]–[11]．クローラや脚機構を用いた移動機構は構造が複雑であるが，段差や階段など
の不整地を走行するのに適していると考えられる．これに対し，車輪を用いた機構はシン
プルな構造で整地された環境の走行に適していると考えられる．また，車輪を用いた機構
はクローラや脚機構と比較してエネルギー効率が高く，制御が容易であり，知識の蓄積も
豊富であるという特徴を持っている．これらのことから，車輪を用いた移動機構は屋内環
境における移動機構として非常に有用であるといえる．
一般的な車輪を用いた移動機構の代表的な例としては，自動車のような操舵型の移動機
構や，マイクロマウスロボットのような対向 2 輪型の移動機構が挙げられる．これらの
移動機構は二つのアクチュエータで構成可能であるため，コストパフォーマンスに優れる
という特徴があるが，横方向へ移動する際に何度も切り返し動作を行う必要がある．これ
は，機体の姿勢が速度ベクトルと従属関係にあり，3自由度（機体の位置 2自由度＋姿勢
1自由度）を独立に制御することができないためである．
操舵型や対向 2輪型の移動機構よりも移動の自由度が高い移動機構として，これまでに
全方向移動機構が開発されてきた．全方向移動機構は機体の姿勢と速度ベクトルが独立し
ており，3自由度を自在に制御することができるため，搬送台車やロボットの効率的な移
動機構として長く研究されてきた．
1.2 全方向移動機構
全方向移動機構は非ホロノミック全方向移動機構とホロノミック全方向移動機構の二つ
に分類することができる．ここでは，従来の全方向移動機構について述べる．
1.2.1 非ホロノミック全方向移動機構
非ホロノミック全方向移動機構の例として，全輪操舵型非ホロノミック全方向移動機
構 [12]–[15]が挙げられる．この機構は単一の車輪に駆動用アクチュエータと操舵用アク
チュエータを組み込むことにより，駆動と操舵を独立に駆動させることが可能である．し
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かしながら，並進移動時には車輪の向きを進行方向に揃えるための時間が必要となる．非
ホロノミック全方向移動機構は機構の構造自体は比較的シンプルであるが，制御性や移動
性に課題を残している．
1.2.2 ホロノミック全方向移動機構
操舵輪を用いた機構
前節の非ホロノミック全方向移動機構では，操舵軸が駆動輪の接地点と交差するもの
や，操舵軸が車輪の転動方向に対して垂直方向にオフセットを持たせて配置したものが提
案されていたが，同じ操舵輪を用いた機構であっても，操舵軸を車輪の転動方向にオフ
セットを持たせて配置することでホロノミックな全方向移動を可能にした機構も開発され
ている [16]–[18]．この他，オフセット駆動輪と差動歯車機構を組み合わせて運動効率を
向上させたもの [19]や，双輪キャスタ型の駆動機構 [20]，単一のアクチュエータによって
全ての車輪の進行方向を制御する同期キャスタ駆動機構 [21]などが提案されている．
フリーローラ付き車輪を用いた機構
フリーローラ付き車輪は，Swedish Wheelとも呼ばれ，動輪の円周上に特定の方向へ受
動回転するフリーローラを複数個取り付けた特殊車輪であり，ホロノミックな全方向移動
を実現する上で最も多く用いられている．フリーローラ付き車輪は，フリーローラの形状
や配置によりさまざまな機構が存在する．
• オムニホイール（車輪の円周上に樽状のフリーローラを配置したもの）[22]
• メカナムホイール（フリーローラを車軸に対して斜めに配置したもの）[23], [24]
• リング状のフリーローラを有するホイール [25]
• 円錐状のフリーローラを有するホイール [26]
• 球状のフリーローラの形状を有する機構 [27]
• 異なるサイズのフリーローラを組み合わせたホイール [28]
• 車輪の外周をリング状に包囲するよう配置したホイール [29]
などが提案されている．
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フリーローラ付き車輪を用いた機構は，既存の車輪をこれらの特殊車輪に置き換えるだ
けで全方向移動を容易に実現できるため，全方向移動プラットフォームとして広く普及し
ている．しかしながら，フリーローラ付き車輪を用いた全方向移動機構では，フリーロー
ラが床面に対して不連続に接地することによる振動の発生や，フリーローラに依存する低
い段差乗越え能力といった問題が指摘されている [30]．
球体を用いた機構
球体を用いた全方向移動機構では，前述したような特殊車輪の代わりに球体を用いる．
駆動方式としては，主に球体をロータ（回転子）によって圧接駆動させる方式が用いられ
ており，球体をある方向については能動回転させ，それと直交する方向は受動回転させる
方式 [31]–[33]と，アクチュエータを追加するなどして球体を任意の方向に能動回転させ
る方式 [33]–[36]がある．前者はフリーローラ付き車輪を用いた全方向移動機構と基本的
に同様であり，傾斜走行や路面の摩擦変化に弱い．後者はアクチュエータ数が増加するた
め，高コストであり複雑な制御を必要とするが，傾斜走行や路面の摩擦変化に強い．この
他にも，移動機構全体が球型になっているもの [37]–[41]や，4個の球体と 4個のロッド
で構成される 2組のトラック用いた機構 [42], [43]も提案されている．球体を用いた全方
向移動機構では，ホイールが地面と連続的に接地するため，フリーローラ付き車輪を用い
た全方向移動機構と比較して低振動，低騒音となることが期待できる．
その他の機構
その他の駆動方式として，動輪の円周上に能動回転するローラを用いた機構 [44], [45]
や，直交車輪と呼ばれる回転方向が異なる二つのフリーローラの組を用いた直交車輪機
構 [46], [47]，脚と車輪を組み合わせた機構 [48]，クローラの周囲にフリーローラを取り付
けた機構 [49]–[51]，円盤状の機構に複数のフリーローラを配置した機構 [52]，Omni-Ball
と呼ばれる球体を分割した球状全方向車輪を用いた機構 [53], [54]及びこの駆動メカニズ
ムをクローラ機構に応用した Omni-Crawler [55]などが提案されている．
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1.3 本研究の目的
屋内環境における移動に焦点を当てた場合，ロボットやパーソナルモビリティなどに用
いられる移動プラットフォームは移動効率の高いものが望ましい．これまでに提案されて
きた全方向移動機構の中で，ホロノミック全方向移動機構は非ホロノミック全方向移動機
構と比較して機構構造は複雑になるものの，優れた移動効率を実現できる．代表的なホロ
ノミック全方向移動機構として，オムニホイールやメカナムホイールなど，フリーローラ
付き車輪を用いた機構が提案されてきたが，段差乗り越え能力が低いことや，走行面と不
連続に接地することによる振動や騒音，各車輪速度の合成ベクトルによって進行方向が決
定するため，どれか一つのホイールが地面から浮くと意図しない方向に動くという問題が
あったため実用的な応用が阻まれていた．
球体を用いた機構はフリーローラ付き車輪と比較して段差乗り越え能力が高く，振動が
少ないため屋内環境におけるロボットの移動機構に適していると考えられる．筆者の所属
する研究室では，屋内環境における効率的な移動を可能にする新たな移動機構として，球
体を駆動輪として用いた球体駆動式全方向移動機構 [56]を開発してきた．この機構は三
つの球体と三つのアクチュエータというシンプルな構成であり，従来の球体を用いた全方
向移動機構と同様にホロノミックな全方向移動が可能で走行中の振動が少ないという特徴
を有しており，全てのホイールが常時能動回転するため路面の摩擦変化や溝や段差走行に
強く，全てのホイールが同じ方向に回転するため，どれか一つのホイールが地面から浮い
ても所望の方向に移動可能であるという特徴を持つ．
先行研究で開発された試作機は，段差や溝，斜面のある環境において，オムニホイール
を用いた全方向移動機構よりも高い走行性能を示した [57]．また，この機構を用いた全方
向移動電動車いすが開発された [58]．しかしながら，電動車いすのプラットフォームとし
て製作された試作機は主材料が金属であるため重く，高コストであった．また，車幅が大
きく，狭い通路やドアを通る余裕がほとんど無いという問題もあり，狭い場所における利
便性を向上させる必要があった．さらに，球体支持部にボールキャスタを用いており，床
上の塵や埃がボールキャスタの内部に入ることによる走行性能の低下を避けるために，頻
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繁にボールキャスタに付着した塵や埃を拭き取るなどのメンテナンスが必要であり，キャ
スタ表面についた傷や錆などによって騒音が発生することも問題となった．また，電動車
いすやパーソナルモビリティへの応用の際には，段差や斜面を走行する際の安全性の確保
が重要であり，掃除ロボットやフロア案内ロボットなど，人と接触する機会が多い場合
は，移動能力の高さだけでなく，障害物回避といった安全機能を備える必要があると考え
られる．以上をまとめた，球体駆動式全方向移動機構の将来像の一つとして，本研究で実
現を考えるパーソナルモビリティへの応用例を図 1.1に示す．パーソナルモビリティは，
今後の技術発展による更なる高機能化や知能化も期待されており，ホロノミックな全方向
移動が可能で，低コストでメンテナンスフリー且つ安全性の高い移動プラットフォームを
提供することで開発の効率化に繋がると考えられる．
本研究では，球体駆動式全方向移動機構の将来における利用・普及を促すため，従来機
の課題を解決すると共に本機構の安全性の向上を目的とし，新しい球体駆動式全方向移動
機構の開発および安全性向上のための装置の開発を目標とする．本論文では，まず，電動
車いすや自律移動ロボットへの応用における障害物回避のための安価で高精度な全方向衝
突検出装置の開発を行う．狭い場所における移動では台車部が小型であることが望ましい
が，小型化によるホイールベースの低下により，段差や傾斜走行時に搭乗者が転倒する危
険性が高くなる．この課題に対する安全性向上の方法として，台車と座面の間に駆動部を
設けた安定化装置の試作を行う．さらに，従来の球体駆動式全方向移動機構のメンテナン
ス性や騒音といった課題を解決するための手法として，球体支持部をボールキャスタから
自在キャスタに置き換えることを提案し，試作機の開発を行う．この他，球体の駆動効率
を改善するためにロータ (回転子)の素材の検討も行う．
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図 1.1. Future image of personal mobility using Ball Wheel Drive
8 第 1 章 緒論
1.4 本論文の構成
本論文では，以下の手順で研究成果を報告する．第 1章では，研究の背景と目的を述べ
る．第 2章では，球体駆動式全方向移動機構の駆動原理及びこれまで開発されてきた機体
を紹介するとともに，駆動部に用いるロータ材料の選定を行う．第 3章では，全方向にお
ける衝突検出のための装置として，非接触センサを用いた全方向衝突検知バンパーを開発
し，バンパーの変位測定精度の評価を行う．第 4章では，段差・傾斜走行時の安定性の確
保として台車と座席の間に 2自由度の駆動部を設けた安定化装置を開発し，動作実験を通
して装置の評価を行う．さらに，第 5章では，球体駆動式全方向移動機構の利便性向上の
ための工夫として，球体支持部の改良案を提案し，走行実験を通して従来機との比較を行
う．また，荷重が加えられた場合の走行性能についても検証する．最後に，第 6章で本研
究で得られた新しい知見をまとめている．
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球体駆動式全方向移動機構の原理お
よびロータ材料の選定
2.1 はじめに
本章では，先行研究として，石田ら [56]によって提案された球体駆動式全方向移動機構
の動作原理について述べ，これまでに石田らによって開発された球体駆動式全方向移動機
構を用いた全方向移動台車の試作機を紹介する．
また，従来の試作機に用いられていたロータ材料の課題を示すとともに，ロータ部品の
耐久性の向上と球体の駆動効率の向上を目指し，新しいロータ素材の検討を行う．
2.2 球体駆動式全方向移動機構の駆動原理
球体駆動式全方向移動機構の特徴として，
• 三つの球体と三つのアクチュエータから構成される
• 全球体が移動方向に駆動するため路面摩擦変化に強い
• ホイールが球体であるため溝や段差走行に強い
• 走行面と球面が常時接地されるため振動や騒音が少ない
ということが挙げられる．
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図 2.1に，球体駆動式全方向移動機構の構成図を示す．三つの球体は三角形の頂点に一
致するように配置され，アクチュエータは各辺に取り付けられている（図 2.1(a)）．一つ
のアクチュエータの回転運動はタイミングベルトを介して隣り合うロータに伝達され，球
体をロータとの摩擦により二つ同時に圧接駆動される（図 2.1(b)）．
(a) Top view (b) Side view
図 2.1. Construction of Ball Wheel Drive mechanism [58]
アイドラは球体とロータに滑りが生じないよう，球体をロータに押しつける役割を持
つ．ロータおよびアイドラは，球体の中心を含む水平面内に球体との接点を持ち，各球体
の頂部に配置したキャスタを用いて，球体の回転を支持している．各球体は，同時に駆動
する二つのロータによる回転運動のベクトル和により回転方向が決まる．また，三つの球
体による回転運動の合力により，球体駆動式全方向移動機構は平面 3自由度運動が実現で
きる．
2.3 球体駆動式全方向移動機構の運動学 [58]
図 2.2のように，原点 oから距離 l1～l3[m]の位置に，三つの駆動用の球体をそれぞれ
配置したときの座標系を定義する．球体の番号は，球体 1 から反時計回りに与える．ま
た，図 2.3には各球体に対する座標系を定義する．この座標系における各球体 iの接地点
を oi とし，原点 o から oi の方向に yi 軸，この軸と直交する方向に xi 軸をとる．加え
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図 2.2. Vehicle coordinate system
て，各球体の回転角度を θi[rad]とし，角度 θi は，oと oi のなす角で表される．ただし，
i = 1, 2, 3であり，反時計回りを正とする．
図 2.3. Ball wheel coordinate system
次に，図 2.4において，球体駆動式全方向移動機構の速度を示す．球体駆動式全方向移
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動機構の原点 oにおける並進速度の x 軸方向成分を vx[m/s]，y 軸方向成分を vy[m/s]，
反時計回りを正として原点 o周りの回転速度を ω[rad/s]とする．ここで，各球体の接地
点 oi における球体駆動式全方向移動機構の xi 軸方向成分を vxi[m/s]，yi 軸方向成分を
vyi[m/s]とすると
vxi = vx cos θi + vy sin θi − liω (2.1)
vyi = −vx sin θi + vy cos θi (2.2)
を得る．球体駆動式全方向移動機構の原点 oでの速度ベクトル v を
v =
⎡
⎢⎢⎣
vx
vy
ω
⎤
⎥⎥⎦ (2.3)
とすると，各球体の接地点における速度ベクトル vx, vy は
vx =
⎡
⎢⎢⎣
vx1
vx2
vx3
⎤
⎥⎥⎦ (2.4)
vy =
⎡
⎢⎢⎣
vy1
vy2
vy3
⎤
⎥⎥⎦ (2.5)
となる．式 (2.3)，式 (2.4)，式 (2.5)を用いて，式 (2.1)，式 (2.2)を行列とベクトルで表
現すると
vx = Pxv (2.6)
vy = Pyv (2.7)
ここで
Px =
⎡
⎢⎢⎣
cos θ1 sin θ1 −l1
cos θ2 sin θ2 −l2
cos θ3 sin θ3 −l3
⎤
⎥⎥⎦
Py =
⎡
⎢⎢⎣
− sin θ1 cos θ1 0
− sin θ2 cos θ2 0
− sin θ3 cos θ3 0
⎤
⎥⎥⎦
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図 2.4. Velocity of vehicle
さらに，図 2.5 に各球体の接地点における角速度を示す．球体 1 と球体 2 を圧接駆動
するロータの回転角速度を λ1[rad/s]，球体 2と球体 3を圧接駆動するロータの回転角速
度を λ2[rad/s]，球体 3と球体 1を圧接駆動するロータの回転角速度を λ3[rad/s]とする．
ここで，λi は，球体駆動式全方向移動機構を外側から見て反時計回りを正として，ベクト
ル λは
λ =
⎡
⎢⎢⎣
λ1
λ2
λ3
⎤
⎥⎥⎦ (2.8)
ロータの有効半径を δi[m]とすると，各球体の駆動に伝達されるロータの周速度 δiλi[m]
は，球体の接地点において二つのロータの xi 軸方向成分と yi 軸方向成分に分解できる．
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図 2.5. Angular velocity of ball wheel
また，ロータの回転速度は，球体の回転速度に減速比 rを乗じたものより
⎡
⎢⎢⎣
vx1
vx2
vx3
⎤
⎥⎥⎦ = −
1
r
⎡
⎢⎢⎣
δ1λ1 cos ξ1 + δ3λ3 cosψ1
δ2λ2 cos ξ2 + δ1λ1 cosψ2
δ3λ3 cos ξ3 + δ2λ2 cosψ3
⎤
⎥⎥⎦ (2.9)
⎡
⎢⎢⎣
vy1
vy2
vy3
⎤
⎥⎥⎦ =
1
r
⎡
⎢⎢⎣
−δ1λ1 sin ξ1 + δ3λ3 sinψ1
−δ2λ2 sin ξ2 + δ1λ1 sinψ2
−δ3λ3 sin ξ3 + δ2λ2 sinψ3
⎤
⎥⎥⎦ (2.10)
式 (2.4)，式 (2.5)，式 (2.8)を用いて，式 (2.9)と式 (2.10)を書き換えると
vx = Uxλ (2.11)
vy = Uyλ (2.12)
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ここで
Ux = −1
r
⎡
⎢⎢⎣
δ1 cos ξ1 0 δ3 cosψ1
δ1 cosψ2 δ2 cos ξ2 0
0 δ2 cosψ3 δ3 cos ξ3
⎤
⎥⎥⎦
Uy =
1
r
⎡
⎢⎢⎣
−δ1 sin ξ1 0 δ3 sinψ1
δ1 sinψ2 −δ2 sin ξ2 0
0 δ2 sinψ3 −δ3 sin ξ3
⎤
⎥⎥⎦
幾何学的関係より，式 (2.6)と式 (2.11)は
Pxv = Uxλ (2.13)
となる．球体駆動式全方向移動機構の球体の配置より，Px とUx は正則行列であり，逆
行列が存在する．したがって，式 (2.13)から，速度 v は
v = Px
−1Uxλ (2.14)
となる．また，ロータの回転角度 λは球体駆動式全方向移動機構の速度 v より
λ = Ux
−1Pxv (2.15)
を得る．各球体の接地点が正三角形の頂点に配置されているとき，すなわち，δ = δ1 =
δ2 = δ3，θ1 = π / 3，θ2 = π，θ3 = 5π / 3，l = l1 = l2 = l3，ξi = φi = π / 6，r =
√
3 / 2
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となる場合，式 (2.6)と式 (2.11)の Px，Ux は
Px =
1
2
⎡
⎢⎢⎣
1
√
3 −2l
−2 0 −2l
1 −√3 −2l
⎤
⎥⎥⎦ (2.16)
Ux = −δ
⎡
⎢⎢⎣
1 0 1
1 1 0
0 1 1
⎤
⎥⎥⎦ (2.17)
Px
−1Ux = −1
3
δ
⎡
⎢⎢⎣
−1 −1 2√
3 −√3 0
−2
l
−2
l
−2
l
⎤
⎥⎥⎦ (2.18)
Ux
−1Px = − 1
2δ
⎡
⎢⎢⎣
−1 −√3 −l
−1 −√3 −l
2 0 −l
⎤
⎥⎥⎦ (2.19)
となる．
最後に，球体駆動式全方向移動機構の運動を考える．この加速度は，各球体の接地点と
路面における摩擦力により生じるので，x軸方向，y 軸方向，そして原点 o周りの運動方
程式は
M (v˙x − vyω) =
3∑
i=1
(Fxi cos θi − Fyi sin θi) (2.20)
M (v˙y − vyω) =
3∑
i=1
(Fxi sin θi − Fyi cos θi) (2.21)
Ivω˙ =
3∑
i=1
−lFxi (2.22)
となる．ここで，球体駆動式全方向移動機構の質量をM [kg]，原点 o周りの慣性モーメン
トを Iv[kgm
2]とする．また，Fxi および Fyi は，各球体の接地点で路面から受ける摩擦
力である．
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2.4 従来の球体駆動式全方向移動機構
石田らによって開発された球体駆動式全方向移動機構を用いた移動装置の試作機を図
2.6～図 2.8に示す．また，各試作機の仕様を表 2.1～表 2.3に示す．図 2.6の機体は，球
体駆動式全方向移動機構を採用した試作機の中で，初めて人を乗せての動作を可能にした
ものであった．図 2.7の機体は，電動車いす用に作られた試作機であり，走行安定性を確
保するためにホイールベースが大きく設計された．また，モータがより静音で入手性の高
いものに変更された．図 2.8の機体では，低コスト化・軽量化のために主素材がMCナイ
ロン樹脂に変更された．
18 第 2 章 球体駆動式全方向移動機構の原理およびロータ材料の選定
(a) Whole view (b) Perspective view
(c) Side view
(d) Bottom view
図 2.6. Previous prototype I [58]
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表 2.1. Specification of previous prototype I [58]
Width 553.6 [mm]
Length 479.4 [mm]
Height 220 [mm]
Weight 28.4 [kg]
Ball Wheel’s Diameter 98 [mm]
Ball Wheel’s Weight 0.56 [kg]
Ball Wheel’s Material Urethane shore 90
Rotor’s Diameter 40 [mm]
Rotor’s Width 10 [mm]
Rotor’s Material Urethane shore 90
DC Motor’s Output Maxon DC 150 [W] × 3
Gear Ratio 74 :1
Teeth Number of Pulley (Motor) 25
Teeth Number of Pulley (Rotor) 20
20 第 2 章 球体駆動式全方向移動機構の原理およびロータ材料の選定
(a) Whole view (b) Perspective view
(c) Side view
(d) Bottom view
図 2.7. Previous prototype II [58]
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表 2.2. Specification of previous prototype II [58]
Width 650 [mm]
Length 591 [mm]
Height 200 [mm]
Weight 40 [kg]
Ball Wheel’s Diameter 98 [mm]
Ball Wheel’s Weight 0.56 [kg]
Ball Wheel’s Material Urethane shore 90
Rotor’s Diameter 40 [mm]
Rotor’s Width 20 [mm]
Rotor’s Material MC Nylon
DC Motor’s Output Oriental DC 100 [W] × 3
Gear Ratio 30:1
Teeth Number of Pulley (Motor) 30
Teeth Number of Pulley (Rotor) 26
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(a) Whole view (b) Perspective view
(c) Side view
(d) Bottom view
図 2.8. Previous prototype III
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表 2.3. Specification of previous prototype III
Width 607 [mm]
Length 543 [mm]
Height 200 [mm]
Weight 24 [kg]
Ball Wheel’s Diameter 98 [mm]
Ball Wheel’s Weight 0.56 [kg]
Ball Wheel’s Material Urethane shore 90
Rotor’s Diameter 40 [mm]
Rotor’s Width 20 [mm]
Rotor’s Material MC Nylon
DC Motor’s Output Oriental DC 100 [W] × 3
Gear Ratio 30:1
Teeth Number of Pulley (Motor) 30
Teeth Number of Pulley (Rotor) 26
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2.5 ロータ材料の選定
球体駆動式全方向移動装置は各球体の駆動に圧接駆動方式を採用しており，各球体の回
転は図 2.9に示すように，球体とロータの接点に働く摩擦力 f と球体と床面の接点に働く
摩擦力 F の合力により決定される．しかし，機体が移動するとき，ロータと球体との摩
図 2.9. Driving principle [58]
擦が弱いことが原因で所望の進行方向から逸れてしまう場合も考えられる．駆動の効率を
向上させるために，より摩擦の高いロータ材料を検討する必要がある．
球体駆動式全方向移動機構の初期の試作機では，図 2.10に示すウレタン製（ショア硬
さ 90）のロータが用いられていた．しかしながら，このロータは図 2.11に示すように，
図 2.10. Rotor (Urethane)
長期間使用するとロータの表面が削れ，駆動効率が低下するという問題があった．
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図 2.11. Damaged rotor (Urethane)
ロータとして用いる材料には，摩擦が高いことに加えて，長期間の使用に耐えられるだ
けの耐久性を有することも求められる．これまで開発されてきた球体駆動式全方向移動機
構の試作機では，ロータ材料の選定は主観による方法で行われていたため確かな根拠に乏
しかった．そこで，本章ではロータ選別のための評価方法を確立し，根拠となる情報を数
値化する．選定した材料を用いたロータを作成し移動装置に取り付け，3次元測定器を用
いて動作検証を行い，その妥当性を示す．
2.6 ロータ材料の選定
2.6.1 ロータ材料
球体駆動式全方向移動装置のロータとして用いる材料として，樹脂素材と金属素材を考
える．樹脂素材としては ABS，MCナイロン，金属素材としてはアルミニウムとステン
レス（SUS304）を選定対象とした．これらの材料は工業用途に幅広く用いられ，比較的
入手が容易であるという利点がある．表 2.4には各材料の比重と，耐久性の目安として縦
弾性係数を示す（文献 [59]参照）．また，ロータを 3セット (=6個)を作成するために必
要な寸法 200[mm][mm]× 20[mm]のプレートの価格を示す（文献 [60]–[64]参照）．
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表 2.4. Rotor material
Material Urethane MC Nylon ABS Aluminum Stainless steel
Speciﬁc gravity
[g/cm3] 1.13 1.16 1.05 2.68 7.93
Young’s modulus
[MPa] 65～70 103 100 230 520
Cost [] 2,830 1,720 2,050 3,120 14,200
2.6.2 各材料の摩擦係数の算出
球体駆動式全方向移動装置の駆動輪に使用する球体と同様のウレタンシート（ショア硬
さ 90）を用いて実験を行う．各ロータ素材とウレタンとの摩擦係数は，水平引っ張り試
験によって算出する．実験の様子を図 2.12に示す．本実験では，試験片をウレタンシー
ト上に乗せ，試験片に繋いだ容器に水を加えていき，試験片が動き出した時の水の重量を
測る．最大静止摩擦係数を F0[N]，試験片の重さをm[g]，垂直抗力を N，重力加速度を
g[m/s2]として，
F0 = μN (2.23)
によって最大静止摩擦係数 μを求めることができる．測定は 10回行い，得られた平均値
を各素材とウレタンとの摩擦係数とする．
水平引っ張り試験の実験結果を図 2.13に示す．また，算出した μの平均値及び標準偏
差を表 2.5に示す．実験結果より，ウレタンとの摩擦係数はステンレスが最も高いという
ことがわかった．
表 2.5. Rotor friction
Material Urethane MC Nylon ABS Aluminum Stainless steel
Average μ 0.44 0.24 0.42 0.59 0.69
Standard deviation 0.05 0.03 0.05 0.05 0.04
2.7 動作試験 27
Test Piece
Urethane Sheet Pulley
N
0F
Water
図 2.12. Horizontal tensile experiment





	



   	
 







	




図 2.13. Result of horizontal tensile experiment
2.7 動作試験
2.7.1 実験方法
選定対象の素材で作成したロータを図 2.14 に示す．作成したロータを従来機 (図 2.8)
に取り付け，機体を反時計回りに 1 回転させた後，停止した時の位置と初期位置とのず
れを計測することにより走行性能の評価を行う．機体の並進速度を 0.0[m/s]，角速度を
0.5[rad/s] と定め，速度の入力はジョイスティックを用いず，スイッチの ON/OFF に
よって一定速度を入力することとした．走行軌跡の取得には，3次元測定器 QuickMAG
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IV TYPE2（株式会社 応用計測研究所．以下，QuickMAG）を使用した．これは，2台の
CCDカメラによって撮影された画像から，対象とするカラーマーカの 3次元位置の計測
を行う装置である．3次元演算には，DLT法（Direct Linear Transformation Method）
が用いられている．図 2.15に QuickMAG の位置校正の様子を示す．位置校正は既知の
座標にあるカラーマーカを計測することで行われる．ここでは，カラーマーカを平面 25
箇所，高さ方向 5箇所ずつの計 125箇所の既知座標上で校正を行い，測定精度の目安とし
て，校正値の標準残差 x軸：8.393 [mm]，y 軸：6.884 [mm]，z 軸：1.541 [mm]を得た．
本実験では，走行中の機体の 3次元における走行軌跡を得るため，図 2.16の様に，三つ
のカラーマーカ（直径 68[mm]，マゼンタ色）を機体の頂点に取り付けた．
(a) MC Nylon (b) ABS
(c) Aluminum (d) Stainless steel
図 2.14. Proposed rotor
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図 2.15. Calibration of Quick MAG
図 2.16. Color marker
2.7.2 実験結果
図 2.17に，各ロータ材料における，機体を反時計回りに旋回させた際の走行軌跡を示
す．また，初期位置 (0, 0)を目標位置とし，各ロータ材料における走行停止時の位置と目
標との位置誤差を表 2.6に示す．図 2.17および表 2.6より，ステンレスを用いたロータ
が最も誤差が小さく，機体の旋回軸のぶれが少なくなっていることがわかった．
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(a) MC Nylon (b) ABS
(c) Aluminum (d) Stainless steel
図 2.17. Experiment result (turning)
2.8 まとめ
本章では，球体駆動式全方向移動機構の動作原理と運動学について述べ，これまでに開
発された本機構を用いた全方向移動台車について紹介した．また，駆動効率の改善のため
に，ロータに用いる材料として，ABS，MCナイロン，アルミニウムとステンレスを選定
対象として，実験によって球体に用いられている素材であるウレタンとの摩擦係数を求め
た．今回の実験では，ウレタンとの摩擦係数はステンレスが最も高いという結果が得られ
た．また，実際に旋回走行させた際，ステンレス製のロータを用いた場合が最も旋回中心
軸のずれが小さく安定した走行軌跡が得られた．選定対象に選んだ材料の中で，ステンレ
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表 2.6. Experiment result for each material
Error x [mm] Error y [mm] Error norm [mm]
MC Nylon 65.67 74.05 98.98
ABS 26.47 73.95 78.55
Aluminum 1.25 4.44 4.61
Stainless steel 0.91 1.03 1.38
スは一番高価であるが，本章の実験結果に加え，一般に樹脂素材よりも金属素材の方が耐
久性が高いということからも，今回の選定対象の中では，ステンレスが最もロータの材料
に適していると考えられる．
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非接触センサを用いた全方向衝突検
知装置の開発
3.1 はじめに
これまでに示したように，ホロノミックな全方向移動機構は高い移動性能を持ってい
る．全方向移動装置を自律移動ロボットや電動車いすなどに応用する場合，安全性の観点
から衝突検出装置が必要になると考えられる．特に，車いすにおける事故件数は福祉用具
の中では比較的多いということが報告されている [65]．電動車いすにおける障害物回避関
連の研究としては，これまでに接触式センサや，超音波センサや IRセンサ，レーザレン
ジファインダ，力覚ジョイスティックなどを用いた手法がある [66]–[72]．また，近年で
は，全方向カメラシステム [73], [74]，魚眼カメラシステム [75]，ステレオ全方向カメラシ
ステム [76]などの画像処理を用いた手法も開発されている．
しかしながら，これまでの接触センサ，距離センサを用いた手法は機構の周囲に多数配
置するものが多く，センサ数増加による誤差の蓄積や信頼性に課題があり，レーザレンジ
ファインダや画像処理を用いた手法ではセンサ自体のコストが高く，複雑な計算を要する
ため，高価な演算装置も必要になるという問題があった．
筆者が所属する研究室の先行研究では，全方向移動装置のための安価な衝突検知装置と
して，図 3.1 に示す三つのポテンショメータを用いた全方向衝突検出バンパー [77], [78]
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図 3.1. Previous Omni bumper
（以下，全方向バンパーと呼ぶ）が開発された．従来の全方向バンパーは，バンパーの変
位をリンク機構によってポテンショメータの回転量に変換し，得られたポテンショメータ
の回転量からバンパー変位を計算するというものであったが，リンク機構の強度不足によ
る動作不良や測定誤差の増加という課題を残した．解決策としては平行リンクの追加や，
リンク機構自体を補強することが挙げられるが，機構的な改良ではコストの増大や機構の
複雑化につながる．
そこで，この課題を解決する手段の一つとして非接触式の距離センサを採用すること
を提案する．非接触式センサとして赤外線を用いた安価な距離測定デバイス (Position
Sensitive Detector，以下，PSDセンサと呼ぶ）を用いる．本章では，図 3.2に示すよう
な PSDセンサを反射板に対して垂直に配置したタイプの全方向バンパーと，図 3.3のよ
うに PSDセンサを反射板に対して斜めに配置することで PSD センサの測距範囲の拡大
を図ったタイプの全方向バンパーを開発する．
PSDセンサを斜めに取り付ける際，反射された赤外線が PSDセンサの受光部に正しく
照射されないというおそれがあるが，この問題を解決する工夫として，表面に約 3[mm]
間隔で凹凸のあるゴム板（図 3.4）を反射板に取り付けることを検討し，実験を通してそ
の効果を検討する．
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図 3.2. Proposed Omni bumper I
図 3.3. Proposed Omni bumper II
3.2 非接触式センサを用いた全方向バンパー
3.2.1 PSDセンサ
開発する全方向バンパーの PSD センサには，シャープ社製 GP2Y0A21YK [79]を用
いる．使用する PSDセンサの距離に対する出力電圧特性は図 3.5のように非線形である
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図 3.4. Rubber plate
図 3.5. Distance measuring characteristics of PSD sensor [79]
ため，多項式近似を用いて電圧から距離へ変換する．
全方向バンパーが可動する際，反射板の向きによる測定誤差が顕著に現れると考えられ
る．図 3.6に PSDセンサの発光部と受光部が横に並ぶように設置した場合と，縦に並ぶ
ように配置した場合とで，反射板角度に対する距離誤差がどれほど変化するかを示す．
実験結果より，PSDセンサを全方向バンパーへ取り付ける際は，図 3.7に示すように，
PSDセンサの発光部と受光部が縦に並ぶように設置した方が反射板角度に対する距離誤
差を低減できることがわかった．また，PSDセンサを反射板に対して斜めに配置する場
合，おおよそ 30[deg]～40[deg]未満の傾きであれば，垂直に配置した場合と誤差がそれほ
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(b) Portrait orientation
図 3.6. Distance error with respect to the angle of the reflector
ど変わらないということがわかった．
3.2.2 全方向バンパーの運動学
図 3.8(a)にバンパーが初期位置にあるときの i 番目 (i = 1, ..., 3)のバンパーの側面と
PSD センサの配置を示す．バンパーの中心は移動装置の中心 (0, 0)と一致している．γi
は中心から初期位置のバンパー側面の中心位置 p0i に向かう線分の x 軸からの回転角度
を示す．初期位置にあるときのバンパー側面の中心位置 p0i は (L cos γi, L sin γi)である．
PSDセンサは p0i からバンパーに沿って eずらし，バンパーから hだけ離して，PSDセ
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図 3.7. PSD sensor unit
ンサの測距軸を x軸から角度 γi + α 傾け配置する．αは PSDセンサの反射板に対する
角度を表す．図 3.8(a)において PSDセンサの測距原点 (x0i, y0i)は，
x0i = (L− h) cos γi − e sin γi
y0i = (L− h) sin γi + e cos γi (3.1)
である．PSD センサの赤外線が通過する線分 (測距ライン) を破線で示す．この線分は
PSDセンサの測距原点を通り，傾きが tan γi であるため，線分上の任意の点 (xi, yi)は，
(yi − y0i) = (xi − x0i) tan(γi + α) (3.2)
を満たす．測距原点 (x0i, y0i) からの測距ライン上の点 (xi, yi) までの距離を di とする
と，xi と yi は di の関数として，
xi = x0i + di cos(γi + α)
yi = y0i + di sin(γi + α) (3.3)
と表すことができる．
次にバンパーが障害物によって押されて位置と姿勢が初期状態からずれた場合を考え
る．図 3.8(b) にバンパーの中心が (Δx,Δy)だけ平行移動し，Δθ 回転した状態を示す．
このとき，バンパー側面中央の点 pi は，(Δx+ L cos(γi +Δθ),Δy + L sin(γi +Δθ))と
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x
y
)
)
)
(a) Initial position
x
y
(b) When the bumper is pushed and rotated
図 3.8. Positional relationships in the system
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なる．バンパー側面は点 pi と (xi, yi)を通る直線の式，
yi − (Δy + L sin(γi +Δθ)) = − 1
tan(γi +Δθ)
(xi − (Δx+ L cos(γi +Δθ))) (3.4)
を満たす．PSDセンサから得られる距離情報が di であるとき，xi と yi はバンパーの側
面上にある．式 (3.3)により得られた xi と yi の値を式 (3.4)で用いる．式 (3.4)はこのま
までは解けないため，三角関数を加法定理により展開し，以下のように近似する．まず，
Δx  1，Δy  1，Δθ  1として，tanΔθ  Δθ，sinΔθ  Δθ，cosΔθ  1と置き
換える．さらに ΔxΔθ，ΔyΔθの項が無視できるとして，
cos γiΔx − sin γiΔy − (sin γixi − cos γiyi)Δθ = cos γixi + sin γiyi − L (3.5)
を得る．γ1 = π/2, γ2 = π/2 + 2π/3, γ3 = π/2 + 4π/3とすると，式 (3.5)から，
Δy − x1Δθ1 = L− y1 (3.6)
√
3Δx−Δy +
(
x2 −
√
3y2
)
Δθ2 = 2L+
√
3x2 + y2 (3.7)
−
√
3Δx−Δy +
(
x3 +
√
3y3
)
Δθ3 = 2L−
√
3x3 + y3 (3.8)
と，未知数が Δx，Δy，Δθの三つの一次方程式が得られる．これらの式を行列とベクト
ルで表すと，
Ab = c (3.9)
ただし，
A =
⎛
⎜⎜⎝
0 1 −x1√
3 −1 x2 −
√
3y2
−√3 −1 x3 +
√
3y3
⎞
⎟⎟⎠ , (3.10)
b = (Δx,Δy,Δθ)
T
, (3.11)
c =
⎛
⎜⎜⎝
L− y1
2L+
√
3x2 + y2
2L−√3x3 + y3
⎞
⎟⎟⎠ (3.12)
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である．したがって，A−1 が存在すればΔx,Δy,Δθを計算することができる．
b = A−1c, (3.13)
A−1 =
1
2u+ v + w
⎛
⎜⎜⎜⎝
w − v√
3
u+ w√
3
−u− v√
3
v + w −u −u
2 1 1
⎞
⎟⎟⎟⎠
(3.14)
ここで，
u = −x1,
v = x2 −
√
3y2,
w = x3 +
√
3y3 (3.15)
である．
3.2.3 近似による誤差
式 3.5では，Δx  1，Δy  1，Δθ  1と仮定した近似を行っているため，計算し
たバンパーの変位には近似誤差が発生する．ここでは，実機ではなく CAD 図面上でバ
ンパーの位置・姿勢が変化した時の各 PSD センサの検出距離を取得し，前節の運動学
の式に代入し，バンパーの変位検出のシミュレーションを行う．PSD センサの反射板に
対する角度を α = 0[deg] とし，CAD 図面上で仮想的に動かすバンパーの範囲は，x 方
向：5[mm]間隔で ±15[mm]，y 方向：5[mm]間隔で ±15[mm]，θ 方向：3.5[deg]間隔で
−7.0[deg]～0.0[deg]と設定した．
図 3.9にバンパーの角度に対する位置の近似誤差を示し，図 3.10にバンパーの位置に
対する角度の近似誤差を示す．バンパーの角度の変化に対する位置の最大近似誤差は，バ
ンパー角度が 0.0[deg]のとき約 0.0[mm]，バンパー角度が−3.5[deg]のとき約 0.92[mm]，
バンパー角度が −7.0[deg]のとき約 1.84[mm]であった．また，バンパーの位置に対する
角度の最大近似誤差に関しては，バンパー角度が 0.0[deg] のとき約 0.0[deg]，バンパー
角度が −3.5[deg] のとき約 0.19[deg]，バンパー角度が 7.0[deg] のとき約 −0.79[deg] で
あった．
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(a) Δθ = 0.0[deg]
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(b) Δθ = −3.5[deg]
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(c) Δθ = −7.0[deg]
図 3.9. Approximation error in position
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(a) Δθ = 0.0[deg]
(b) Δθ = −3.5[deg]
(c) Δθ = −7.0[deg]
図 3.10. Approximation error in angle
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台車の最大速度を 0.5[m/s]，最大角速度を 3.0[rad/s]とし，1ループの処理時間 10[ms]
における最大変位を許容誤差の指標とすると，許容誤差指標はそれぞれ x方向及び y 方
向：5.0[mm]，θ 方向：1.72[deg] となるため近似誤差は十分に許容できるといえる．今
回のシミュレーションでは，後述するバンパーの変位検出精度実験で用いる可動域内に
おける近似誤差を示したが，この許容誤差を満たす可動域は最大で x 方向及び y 方向：
27.81[mm]，θ 方向：10.19[deg]である．
3.3 実験
3.3.1 位置決め装置
先行研究 [78]では，全方向バンパーの精度を評価する実験において，全方向バンパー
を手動で動かして変位量を測定していた．そのため，高い精度で位置決めすることが難し
く，作業に時間がかかり，手動でバンパーを動かすことによる誤差も含まれるという問題
があった．そこで本論文では，先行研究よりも高精度・高効率に実験を進めるため，バン
パーの位置決めを自動で行う装置を開発した．位置決め装置の外観を図 3.11に，仕様を
表 3.1にそれぞれ示す．位置決め装置は，サーボモータ，リニアガイド，プーリから構成
されており，サーボモータの回転運動をタイミングベルトにより直進運動に変換すること
でバンパーを並進移動させる．また，回転方向への移動は Roll plateに固定されたプーリ
と Top plateに取り付けられたサーボモータをタイミングベルトを介して駆動させること
によって行う．
位置決め装置に指令を送った時の位置決め誤差を図 3.12に示す．位置決め誤差はノギ
ス (精度 0.05[mm])を用いて計測した．実験結果より，最大位置決め誤差は xおよび y方
向では約 0.3[mm]，θ方向では約 0.8[deg]ということがわかった．
3.3.2 変位検出実験
位置決め装置を用いて，PSD センサを用いた全方向バンパーの変位検出実験を行う．
図 3.13 および図 3.14 に位置決め装置を取り付けた全方向衝突検出バンパーを示す．図
3.14の全方向バンパーでは，前述の PSDセンサに関する実験結果と全方向バンパーの可
動域分を考慮して，PSD センサの反射板に対する取り付け角度を α = −30[deg] と設定
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(a) Perspective view (b) Top view
(c) Front view
(d) Side view
図 3.11. Positioning device
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図 3.12. Positioning error
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表 3.1. Specifications of the positioning device
Width 200[mm]
Length 200[mm]
Height 168[mm]
Weight 2.5[kg]
Actuator Robotis Dynamixel AX-12 ×5
Resolution x direction: 0.05[mm]
y direction: 0.05[mm]
θ direction: 0.1[deg]
表 3.2. Specifications of the Omni bumper
Width 556[mm]
Length 644[mm]
Height 99[mm]
Weight 2.6[kg]
Spring constant 0.15[N/mm]
Max. movable range x direction: ±20[mm]
y direction: ±20[mm]
θ direction: ±7.8[deg]
している．表 3.2に全方向バンパーの仕様を示す．
位置決め時にバンパーと本体が干渉してしまうことを防ぐため，全方向バンパーを動か
す範囲として，x軸および y 軸方向には 0.1[mm]間隔で ±15[mm]，θ 軸方向への移動は
0.1[deg]間隔で ±7[deg]と設定した．また，位置決め装置の移動の妨げにならないよう，
全方向バンパーの裏面の引っ張りばねを取り外して実験を行った．
PSDセンサを反射板に対して垂直に配置した場合の実験結果及び，PSDセンサを反射
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(a) Top view
(b) Bottom view
(c) Side view
図 3.13. Proposed Omni bumper I with positioning device
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(a) Top view
(b) Bottom view
(c) Side view
図 3.14. Proposed Omni bumper II with positioning device
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表 3.3. Maximum errors in measuring experiments
x[mm] y[mm] θ[deg]
Proposed Omni bumper I 1.58 2.97 1.33
Proposed Omni bumper II (with rubber plate) 2.98 3.38 1.18
Proposed Omni bumper II (without rubber plate) 1.30 1.52 0.95
Previous Omni bumper 5.95 2.45 3.43
板に対して斜めに配置した場合の結果を図 3.15～図 3.20 に示す．ここで，図 3.15～図
3.17は表面に凹凸のあるゴム板を反射板に取り付けた場合の実験結果を示し，図 3.18～
図 3.20はゴム板を取り付けなかった場合の実験結果をそれぞれ示す．図中の縦軸は目標
値，横軸は測定値を示し，実線はバンパーによって検出された変位量，破線は位置決め装
置の移動量をそれぞれ示す．また，比較のため従来機の結果も追加している．従来機の結
果を含めたバンパー変位の測定値の最大・最小誤差を表 3.3に示す．
PSDセンサの発光部と受光部が縦に並ぶように設置したため，PSDセンサを反射板に
対して垂直に配置した場合と斜めに配置した場合とではあまり大きな差は見られなかった
ものの，CAD図面上の測距範囲の変化として，PSDセンサを反射板に対して垂直に配置
した場合の測距範囲は 30[mm]，斜め 30[deg]に傾けて配置した場合は 34.7[mm]と増加
しており，検出精度の向上の効果があることが確認できた．実験の結果としては，ゴム板
を外して PSDセンサを斜めに取り付けた場合が最も精度が高くなるということがわかっ
た．ゴム板を用いた場合の検出精度の低下の原因としては，用いたゴム板の色が黒であっ
たため赤外線を反射しにくかったことと，ゴム板の凹凸の間隔が大きく，高さの違いに
よって PSDセンサの測定値にばらつきが生じたことが考えられる．
3.4 まとめ
本章では，従来の全方向バンパーにあったリンク機構の強度不足による動作不良や測定
誤差の増加という課題を解決するため，非接触式の距離センサを採用することを提案し
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図 3.15. Results in x direction (with rubber plate)
た．非接触式センサとして安価な PSDセンサを用い，PSDセンサを反射板に対して垂直
に配置したタイプの全方向バンパーと，PSDセンサの測距範囲を拡大するために PSDセ
ンサを反射板に対して斜めに配置したタイプの全方向バンパーを開発した．また，PSD
センサがバンパーの反射板に対して斜めに配置されることで，赤外線が PSDセンサの受
光部に正しく反射されないことおそれがあることを考慮し，表面に凹凸のあるゴム板を反
射板に取り付けることを提案した．さらに，バンパーの変位測定の高精度化と高効率化を
図るため，自動でバンパーの位置決めを行う装置の開発を行った．バンパーの変位検出実
験では，表面に凹凸のあるゴム板を取り付けた場合よりも，ゴム板を外した場合の方がバ
ンパーの変位検出精度が高くなるという結果が得られた．反射板に関しては，凹凸ではな
く，つや消しや色の変更など斜めに照射された赤外線が反射しやすい表面処理を検討する
必要があると考えられる．
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図 3.16. Results in y direction (with rubber plate)
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図 3.17. Results in θ direction (with rubber plate)
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図 3.18. Results in x direction (without rubber plate)
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図 3.19. Results in y direction (without rubber plate)
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図 3.20. Results in θ direction (without rubber plate)
56
第 4章
安定化装置付き球体駆動式全方向移
動電動車いすの試作
4.1 はじめに
わが国は少子高齢社会であり，2012年の総人口 1億 2000万人の内，65歳以上の高齢
者は 3,000万人であり，高齢者率は 24[%]である．また，2060年には高齢者率は 40[%]
近くになることが予想されている [80]．このような少子高齢社会では，今後，手動・電動
車いすやパーソナルモビリティやサービスロボットなど，高齢者（または介護者）の身体
的負担を軽減する装置やシステムへの需要が高まると考えられる．
加齢または先天的な下肢の障害における運動能力を補助する装置の一つとして，車い
すが挙げられる．車いすは日本工業規格（JIS: Japanese Industrial Standards）におい
て，JIS T 9201（手動車いす）として 1971年に制定され，最新は 2006年に改正されてい
る [81]．手動車いすには，普通型だけでなく，スポーツ用や介助用，片麻痺者用など，対象
者や目的によって様々な種類がある．下肢だけでなく上肢にも障害があり，自力で手動車
いすを動かすことが困難な場合には，電動車いすの利用が有効であると考えられる．電動
車いすも手動車いすと同様に，日本工業規格において，JIS T 9203（電動車いす）として
1977年に制定され，最新は 2010年に改訂されている [82]．なお，JIS T 9201と JIS T
9203に関連する国際規格としては，国際標準化機構（ISO：International Organization
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for Standardization）が定めた ISO 6440 [83]や，ISO 7176 [84]–[91]，ISO 7193 [92]が
ある．電動車いすは，フレーム，ホイール，キャスタ，シート，バックサポート，フット
サポート，アームサポート，モータ，バッテリ，コントローラなどから構成され，自操用
（標準形・ハンドル形・座位変換形・室内形・簡易形・特殊形）と介助用（標準形・簡易
形・特殊形）の 2種類に分類される．
電動車いすの出荷台数はジョイスティック形，ハンドル形を合わせて累計約 63万台で
あり [93]，2000年以降，ジョイスティック形の出荷台数は増加傾向にある．他の操作イ
ンターフェースとしては音声認識 [94]や視線追跡，頭部追跡 [95]–[97]といった知的イン
ターフェースも開発されてきた．さらに，通常の電動車いすの機能に加え，座面昇降機能
や立位機能，階段昇降機能 [98], [99]，その場旋回が可能なもの [100]など，多機能な電動
車いすの開発が進められてきた．しかしながら，我が国ではこれらの多機能な電動車いす
が欧米諸国と比較してあまり普及していない．この原因としては，コスト面での問題だけ
でなく，欧米の住宅に比べて狭い通路や階段や段差が多いなど，文化的な違いにもよると
されている [101]．
全方向移動機構を駆動部に採用することで，狭い屋内においても効率的な移動を可能に
する全方向移動電動車いすがこれまでに開発されてきた [102], [103]．先行研究 [78]では，
球体駆動式全方向移動機構を用いた全方向移動電動車いすが開発された．しかしながら，
車幅が 65[cm]と，当大学内のドア幅約 70[cm]を通過する余裕が少なかった．
狭い場所での利便性を考慮し，本章では車幅を約 55[cm]に縮小した球体駆動式全方向
移動機構を用いる．台車部分が小型化することで，段差や斜面の走行において操縦者が座
席から転落するおそれがある．したがって，本章では，安定化装置として，台車と座面の
間に 2自由度の可動部を設け，座面を水平に保つ機能を有する全方向移動電動車いすの試
作を行う．
4.2 安定化装置の試作
斜面や段差を乗り越える際，ホイールベースの大きな台車では，搭乗者の重心が台車の
各車輪の接地点からなる平面の内側に位置するため転倒の危険性は少ない．しかし，ホ
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イールベースが小さい台車の場合，段差や傾斜の走行中に搭乗者の重心が各車輪の接地点
からなる平面の外側に出てしまう場合もあり，搭乗者が転倒する危険性が高くなると考え
られる．
搭乗者の転倒に対する不安を軽減するためには，転倒防止キャスタを備えるだけでな
く，段差や傾斜の走行中に搭乗者の重心位置を移動させる機構が必要となり，考えられる
方法として，
• スライドレールによる重心位置の移動
• ユニバーサルジョイントによる座面水平化
• パラレルリンクによる重心位置の移動と座面水平化
が挙げられるが，スライドレールを用いた機構では下り坂を走行する際に搭乗者が座席か
ら滑り落ちることが考えられ，パラレルリンクを用いた機構は制御が複雑になり高コスト
化しやすいという課題がある．本章では，座面の水平化が可能なことと，実装の容易さを
考慮し，台車と座面の間にユニバーサルジョイントを用いた 2自由度の駆動部を設けるこ
とを提案する．段差や傾斜の走行では座面を水平に維持し，加減速時に重心を移動して走
行を安定させることが期待できる．
作製した安定化装置を図 4.2に示し，仕様を表 4.1に示す．安定化装置の可動域は JIS
T9203（電動車いす）の段差乗り越え試験および登坂性能試験を参考に ±10[deg]とした．
安定化装置の耐荷重は 80[kg]を想定して設計しており，ユニバーサルジョイントに用いら
れるシャフト径は，支持-支持の等分布荷重 80[kg]と考えた場合の一般許容ひずみ (1[m]
あたり 0.3[mm]）を満たす 20[mm]とした．また，モータの定格トルクは 0.2[Nm]である
が，ギア比 200:1，プーリ比 3:1より，120[Nm]のトルクでユニバーサルジョイントを駆
動させる．これは，搭乗者の体重を 80[kg]，重力加速度を 9.8[m/s2]とし，ユニバーサル
ジョイントの回転中心軸から搭乗者の重心位置までの高さが 318[mm]であると想定した
時，10[deg] 傾いた座面を水平位置に戻すのに必要なトルク（43.29[Nm]）を満たす．座
面の傾きは安定化装置の座面の裏に取り付けられた加速度センサ (MMA7260Q [104])に
より計算する．P制御は実装が容易であるが，目標値までのオフセット誤差が発生してし
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まうため，座面水平化の制御には図 4.1に示す PI制御器を用いた．なお，制御ゲインは
Ziegler-Nicholsの限界感度法を参考に調整した．
Proportional
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図 4.1. PI controller
安定化装置を組み込んだ球体駆動式全方向移動電動車いすを図 4.3に示す．
(a) Front view (b) Side view
図 4.2. Overview of stabilizer
図 4.4および図 4.5に角度 10[deg]の傾斜を走行する際の安定化装置による搭乗者の重
心位置の変化の様子を示す．搭乗者の重心位置を座面から 20[cm]と仮定したとき，安定
化装置を用いない場合，重心位置が台車のホイールの接地点によって作られる三角形の外
側に位置する (重心位置が 109.9[mm]よりも大きい)ため不安定となる．これに対し，安
定化装置を用いて座面を水平化した場合，搭乗者の重心位置は台車のホイールの接地点に
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表 4.1. Specifications of stabilizer
Width 550[mm]
Length 920[mm]
Height 880[mm]
Weight 20[kg]
Actuator Oriental DC 50 [W] ×2
Gear ratio 200:1
図 4.3. Ball Wheel Drive with stabilizer
よって作られる三角形の内側に収めることが可能である．
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図 4.4. Center of gravity position of occupant without stabilizer
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図 4.5. Center of gravity position of occupant with stabilizer
4.3 実験
4.3.1 基本動作実験
本実験では，安定化装置の基本的な動作の検証を行う．電源を切った状態で座面を x軸
方向，y 軸方向にそれぞれ可動域限界（約 10[deg]）まで傾け，その後電源を入れ，目標角
度（水平位置）に収束することを確認する．安定化装置の座面の四隅にカラーマーカを設
置し，QuickMAGによって得られたマーカの 3次元位置情報から座面の角度と角速度を
算出する．
安定化装置の動作テストの結果を図 4.6 及び図 4.7に示す．図 4.6(a)と図 4.7(a)は 3
次元測定装置で測定した座面の動き，図 4.6(b)と図 4.7(b)は座面の傾きをそれぞれ示し
ており，横軸が時間，縦軸が座面角度を表し，赤線がロール角，青線がピッチ角を表す．
実験結果より，座面をロール角またはピッチ角周りに 10[deg]傾けた状態からスタート
し，目標角度 0[deg]に近づく様子がわかる．測定データより，水平制御中の座面の角速度
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はロール・ピッチ共に約 0.5[rad/s]であることが確認できた．ロール角において目標値ま
での定常偏差が確認できるが，この原因としては座面の角度検出用に用いた加速度センサ
の誤差が考えられる．
ホイールベースが 330[mm]の台車で 10[deg]の傾斜を 0.5[m/s]の速度で登る時，座面
の傾きは最大で約 0.28[rad/s] で変化するため，傾斜走行中に座面を水平に保つための十
分な角速度を実現したといえる．
4.3.2 段差・傾斜走行実験
本実験では，安定化装置付き球体駆動式全方向移動車いすの座面の四隅にカラーマーカ
を設置し，高さ 12[mm]の段差，10[deg]傾斜を走行させたときの座面の傾きの変化を確
認する．
安定化装置の動作テストの結果を図 4.6 及び図 4.7に示す．図 4.8(a)と図 4.9(a)は 3
次元測定装置で測定した座面の動きを示す．また，図 4.8(b)と図 4.9(b)は座面の傾きを
示しており，横軸が時間，縦軸が座面角度を表し，赤線がロール角，青線がピッチ角をそ
れぞれ表す．実験結果より，12[mm]の段差および 10[deg]の傾斜走行において，座面角
度が ±2[deg]程度に抑えられていることがわかった．
4.4 まとめ
本章では，球体駆動式全方向移動機構の電動車いすへの応用を考えた．日本における住
宅のような狭い環境を想定した場合，台車本体を小型化することが有効であるが，ホイー
ルベースの減少に伴い，段差や傾斜走行における走行安定性が低下することが考えられ
る．そのため，本章では台車と座面の間に駆動部を設けた安定化装置付き球体駆動式全方
向移動電動車いすを試作した．
実験では座面をロール・ピッチ方向に ±10[deg]傾け動作を確認し，12[mm]の段差と
10[deg]の傾斜を走行させ，座面の角度が±2[deg]程度に抑えられていることを確認した．
現状，安定化装置は約 50[kg]の人を乗せて動作するが，これ以上の重量のものを載せた場
合，モータドライバの過電流防止装置が働き動作停止してしまうため，今後はモータをよ
り出力の高いものに換装する必要があると考えられる．また，安定化装置付き全方向移動
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電動車いすの実用化に際しては，安定化装置自体の軽量化や，本体の剛性向上による耐荷
重の向上といった改良の他，今回の実験では動作検証のみ行ったため，今後は実際の電動
車いす利用者に対してモニターテストを実施するなど，乗り心地の調査も必要になると考
えられる．
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(a) Seat trajectory
(b) Seat angle
図 4.6. Basic movement test (roll)
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(a) Seat trajectory
(b) Seat angle
図 4.7. Basic movement test (pitch)
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(a) Seat trajectory
(b) Seat angle
図 4.8. Slope traveling test with stabilizer
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(a) Seat trajectory
(b) Seat angle
図 4.9. Step traveling test with stabilizer
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第 5章
自在キャスタを用いた球体駆動式全
方向移動機構の開発
5.1 はじめに
球体駆動式全方向移動機構を屋内環境で利用可能なロボット，または電動車いすなどの
移動装置として応用するということを考えた場合，移動性能だけでなく，高いメンテナン
ス性や耐久性，静粛性の向上が必要になると考えられる．先行研究で開発された試作機
（以下，従来機）は，段差や溝，斜面のある環境において，オムニホイールを用いた全方
向移動機構よりも高い走行性能を示した [57]．
従来機では，図 5.1 に示すように球体支持部にボールキャスタが用いられていた．図
5.2に従来機に使用されていたボールキャスタを示す．ボールキャスタは，偏芯がなく省
スペースであるため全方向移動機構の設計が非常に簡単であり，球体との接点のずれが生
じても走行に影響しないことを特徴とする．しかし，コストが高く，潤滑面と走行面が同
じであるためボール受け部に塵や埃を巻き込み易く，簡単に取り出せない構造となってい
るためメンテナンス性が低いという欠点がある．床上の塵や埃がボールキャスタ内部に入
ることによる走行性能の低下を避けるため，定期的にボールキャスタに付着した塵や埃を
拭き取るなどの対策が必要であった．
また，屋内監視ロボットやフロア案内ロボットなど，屋内で活躍するロボットへ応用す
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る場合，深夜に運用されることも考えられるため，機構の移動能力だけでなく静粛性も必
要であると考えられる．日常生活での一般的な騒音レベルとして、望ましいとされる騒音
レベルは 40[dB]～50[dB]とされている [105]．しかしながら，従来機はキャスタ表面につ
いた傷や錆などによって走行中に大きな騒音が発生することが問題であった．
図 5.1. Ball holding mechanism of previous prototype
(a) Perspective view (b) Side view (c) Top view
図 5.2. Ball caster [106]
本章では，球体駆動式全方向移動機構の球体支持部に着目し，従来機よりも高いメンテ
ナンス性，耐久性及び低騒音化を実現するため，球体支持部をボールキャスタから自在
キャスタに変更することを提案する．自在キャスタを球体支持部に用いた試作機を開発
70 第 5 章 自在キャスタを用いた球体駆動式全方向移動機構の開発
し，ボールキャスタを用いた従来機と走行性能を比較する．
5.2 提案する球体駆動式全方向移動機構
ボールキャスタを用いることによるメンテナンス性や騒音といった問題を解決するた
め，自在キャスタを球体の支持部に用いる．自在キャスタは，旋回中心から偏芯した位置
に車輪があり旋回中心軸に非対称である．また，取付け高さに制限があるため，選定や設
計がボールキャスタを用いる場合と比較して容易ではない．しかし，ボールキャスタより
低コストで，旋回部や車軸は車輪の接地面と直接接していないため，回転軸に塵や埃が付
着することが少なくメンテナンス性に優れるという利点がある．自在キャスタは図 5.3の
様に，従来機と同じく球体の頂上とキャスタの旋回軸が一致するように配置する．ここ
で，自在キャスタには図 5.4に示す低床式キャスタを使用している．
図 5.3. Proposed ball holding mechanism
開発した自在キャスタ型球体駆動式全方向移動機構の試作機（以下，自在キャスタ型
試作機）を図 5.5に，仕様を表 5.1にそれぞれ示す．従来機の主な材質は金属であり，ア
クチュエータとしてMaxon社製 150[W]の DCモータを使用していたが，自在キャスタ
型試作機は機体の軽量化・低コスト化のため，主な材料を樹脂素材に，アクチュエータを
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(a) Perspective view (b) Top view
(c) Side view (d) Front view
図 5.4. Universal caster [107]
Oriental Motor 社製 100[W]ブラシレス DCモータにそれぞれ変更している．また，部
品の組み換えが容易に行えるように球体支持部とアクチュエータ部が天板ごと分離可能な
モジュール構造を採用している．
自在キャスタ型試作機の球体支持部を図 5.6に示す．前述したように，自在キャスタは
機体天板の裏にキャスタの旋回軸と球体の頂上が一致するように配置されている．球体側
面を支えるアイドラも従来のベアリングから固定キャスタに変更して低コスト化を図り，
球体がロータの回転方向に対して横方向にずれることを防ぐため数を 4個に増加させ，球
体支持部の剛性を上げるため，金属製の支柱とそれを繋ぐ半円状の樹脂製の部品，さらに
球体脱輪防止用の底板により固定している．
72 第 5 章 自在キャスタを用いた球体駆動式全方向移動機構の開発
表 5.1. Specifications of omnidirectional mobile vehicle
Width 578.6 [mm]
Length 529.1 [mm]
Height 200 [mm]
Weight 26 [kg]
Ball Wheel’s Diameter 98 [mm]
Ball Wheel’s Weight 0.56 [kg]
Ball Wheel’s Material Urethane shore 90
Rotor’s Diameter 42 [mm]
Rotor’s Width 20 [mm]
Rotor’s Material Stainless steel (SUS304)
DC Motor’s Output Oriental DC 100 [W] × 3
Gear Ratio 15:1
Teeth Number of Pulley (Motor) 30
Teeth Number of Pulley (Rotor) 26
5.2 提案する球体駆動式全方向移動機構 73
(a) Perspective view
(b) Perspective view (bottom)
(c) Side view
図 5.5. New prototype of Ball Wheel Drive mechanism
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(a) With bottom plate
(b) Without bottom plate
図 5.6. 3D CAD of ball holding mechanism of new prototype
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5.3 走行実験
5.3.1 基本走行実験
前述の自在キャスタ型試作機を用いて基本走行性能の検証を行う．基本走行は，並進直
進・並進右・斜め・旋回走行と定めた．これらの走行軌跡を得るために，第 2章で用いた
3次元位置座標計測装置の QuickMAGを使用した．目標移動距離を 1142[mm]とし，速
度は最大 0.15[m/s]，角速度は最大 0.5[rad/s]と設定した．ただし，各実験において速度
の入力にジョイスティックは用いず，台形制御によって求めた速度を入力した．
基本走行実験の結果を図 5.7～図 5.10に示す．参考として，各図 (a)には目標移動距離
1000[mm]，最大速度 0.15[m/s]，最大角速度 0.5[rad/s]で走行した時のボールキャスタを
用いた従来機の走行軌跡を示している．また，表 5.2～表 5.5に各実験における目標位置
との誤差を示す．
図 5.7～図 5.10および表 5.2～表 5.5より，自在キャスタ型試作機は従来機と同様に全
方向に走行可能であることがわかった．並進直進および斜め走行，旋回走行では，目標地
点までの距離誤差が従来機と比較して最大で 10[mm]程度の差に収まっており，ほぼ同等
の走行性能を示しているといえる．しかしながら，並進右走行では，目標地点までの距離
誤差が従来機と比較して最大で 50[mm]以上も開いてしまうなど，走行性能の低下が見ら
れた．この原因として，自在キャスタの旋回抵抗が大きく球体の駆動が妨げられたこと
と，自在キャスタ型試作機の主な素材が樹脂製で球体とロータの圧接力の調整機構がない
ため，本体のたわみにより各球体の圧接力にばらつきが生じたためであると考えられる．
旋回抵抗の低い自在キャスタの採用や，圧接力調整機構の搭載，また，機体材料の一部を
金属にするなどして剛性を上げることにより，この課題を解決できると考えられる．
5.3.2 屋内環境を想定した走行実験
本実験では，屋内での使用を想定し，段差や溝および傾斜のある環境における自在キャ
スタ型試作機の走行性能を検証する．図 5.11～図 5.13の様に，走行経路に段差，溝，傾
斜を用意し，それぞれの場合において踏破可能な最大段差高さ，最大溝幅，最大傾斜角
度を記録した．ここで，各走行実験において，機体への入力速度は最大 0.15[m/s]と設定
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表 5.2. Position error of longitudinal motion
Error x [mm] Error y [mm] Error norm [mm]
Previous prototype 10.5 6.97 12.60
New prototype 1.3 7.84 7.95
表 5.3. Position error of lateral motion
Error x [mm] Error y [mm] Error norm [mm]
Previous prototype 8.49 14.94 17.18
New prototype 7.85 73.97 74.39
表 5.4. Position error of oblique motion
Error x [mm] Error y [mm] Error norm [mm]
Previous prototype 7.32 22.56 23.72
New prototype 14.82 1.36 14.88
表 5.5. Position error of turning motion
Error x [mm] Error y [mm] Error norm [mm]
Previous prototype 6.15 5.93 8.54
New prototype 8.11 17.08 18.90
した．
走行実験の結果を表 5.6に示す．オムニホイールを用いた機構およびボールキャスタを
用いた従来機との比較のため，表には参考文献 [57]から得られた実験結果を加えている．
実験結果より，自在キャスタ型試作機は溝踏破能力に関しては従来機と等しく，段差乗り
越え能力は 11[mm]，登坂能力は 6[mm]低下することがわかった．この原因としては，球
体脱輪防止用の底板を搭載しているため機体の最低地上高が低下し，段差や斜面と接触す
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表 5.6. Result of disturbance experiment
Omni wheel Previous prototype New prototype
Step [mm] 5 24 13
Gap [mm] 12 65 65
Slope [deg] 12 20 14
ることが考えられる。しかしながら，自在キャスタ型試作機で得られたこれらの値はハー
トビル法や高齢者等配慮対策等級にある 1/12(=約 4.7[deg])の傾斜および 5[mm]の段差
といった基準を満たしており，バリアフリー設計された住宅においては有用であると考
えられる．表 5.6のオムニホイールを用いた機構もこの基準を満たしているが，オムニホ
イールの場合，後退しながら段差に進入した場合，段差乗り越え性能が 2[mm]まで低下
することが報告されている [57]．これはオムニホイールに用いられるフリーローラに起因
する問題であり，球体駆動式全方向移動機構はホイールにフリーローラを用いていないた
めこの問題は生じない，
5.3.3 走行時の騒音比較実験
本実験では，従来機と自在キャスタ型試作機とで走行中の騒音を計測する．測定機器と
して BO-814（BLUEBIRD，精度：±1.5[dB]）を用いた．測定方法は JIS Z 8731 の騒
音レベル測定方法を参考に，測定器を壁から約 2[m]，床から約 1.2[m]離れた場所に設置
した．測定器と測定対象までの距離は 2[m]とし，機体への入力速度を最大 0.5[m/s]とし
て，約 2[m]の距離を走行させて計測を行った．計測は各機体で 10回ずつ行い，走行中に
得られた最大騒音レベルを記録し，その平均値を走行中の騒音レベルとした．実験結果を
表 5.7に示す．環境騒音との比較を行うため，実験結果には試作機を走行させる前の実験
環境の騒音レベルと実験環境内で人が歩いた際の騒音レベルを追加している．
実験結果より，ボールキャスタを用いた従来機が 70[dB]近い（掃除機の動作音と同程
度の）騒音レベルであったのに対し，自在キャスタ型試作機の騒音レベルは 50[dB]未満
と日常生活で望ましいとされる水準を達成していることがわかった．
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表 5.7. Result of quietness experiment
Quiet Lab. Pedestrian Previous prototype New prototype
Noise [dB] 35.7 40.0 69.2 47.1
この他にも，金属製でモータを低騒音なものに変更した試作機 (図 2.7) や，主素材を
樹脂に変更した試作機（図 2.8）についても同様に騒音レベルを計測したが，それぞれ
64.04[dB]，61.92[dB]であった．以上の結果より，自在キャスタを用いることによる静音
化が確認できたといえる．
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(a) Previous prototype
(b) New prototype
図 5.7. Result of longitudinal motion
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(a) Previous prototype
(b) New prototype
図 5.8. Result of lateral motion
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(a) Previous prototype
(b) New prototype
図 5.9. Result of oblique motion
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(a) Previous prototype
(b) New prototype
図 5.10. Result of turning motion
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図 5.11. Step overcoming
図 5.12. Gap traversing
図 5.13. Slope climbing
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(b) Proposed universal caster
図 5.14. Principle of the turning resistance increase
5.4 荷重が付加された場合の走行性能の検証
5.4.1 旋回抵抗の低い自在キャスタの開発
荷重を付加した状態で自在キャスタを用いた球体駆動式全方向移動機構を動作させた場
合，自在キャスタの旋回抵抗が高いと球体とキャスタが引っかかり球体の駆動が阻害さ
れ，機体の方向転換を正しく行うことができないおそれがある．従来の自在キャスタで
は，キャスタの車輪と床・球体ホイール等との接触点に大きな力がかかると，キャスタ旋
回軸に対して大きく斜めに力が入り，旋回軸を傾ける力がかかるため旋回抵抗が増えると
いう課題がある（図 5.14(a)）．
そこで，スラスト軸受のような重荷重の支持に適し，且つ旋回抵抗の低いキャスタ (図
5.14(b))の採用を検討する．市販されているものでは球体に対してキャスタが小さく旋回
抵抗が大きくなるため，本論文では図 5.15に示すような，回転盤とベアリングローラを
組み合わせた自在キャスタ（以下，回転盤式自在キャスタ）を開発した．
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図 5.15. Proposed universal caster
表 5.8. Noise level of low-rotational resistance caster
Ball caster Conventional caster Proposed universal caster
Noise [dB] 69.2 47.1 49.0
5.4.2 底床式自在キャスタとの騒音比較実験
5.3.3節で行った騒音比較実験と同じ条件で回転盤式自在キャスタを用いた場合の走行
中の騒音を計測した．実験の結果を表 5.8 に示す．従来機との比較のため，表 5.8 には
ボールキャスタを用いた従来機と図 5.4の底床式自在キャスタを用いた試作機の騒音レベ
ルを追加している．実験結果より，回転盤式自在キャスタは底床式自在キャスタと比較し
て騒音レベルが高くなったものの，日常生活で望ましい騒音レベルとされる 50[dB]未満
を達成していることがわかった．
5.4.3 荷重付加時の走行性能比較実験
開発した回転盤式自在キャスタ型を用いて，底床式キャスタとの走行性能の比較を行
う．実験では，Quick MAGを用いて基本走行および方向転換の走行軌跡を取得した．基
本走行は並進直進・並進右・斜め・旋回走行と定め，目標移動距離を 1142[mm]とし，速
度は最大 0.15[m/s]，角速度は最大 0.5[rad/s]と設定した．方向転換は並進右から並進直
進・並進左から並進直進・並進右から並進後退・並進左から並進後退と定め，方向転換の
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前後で目標移動距離を 570[mm]とし，速度は最大 0.15[m/s]と設定した．各走行実験に
おいて，速度の入力としてジョイスティックは用いず，台形制御によって求めた速度を入
力し，荷重を付加した場合と，50[kg]の荷重を付加した場合とでそれぞれ 5回ずつ走行実
験を行った．
参考のため，荷重が付加されていない場合の走行軌跡を図 5.16～図 5.23に示す．50[kg]
の荷重を付加した場合の走行軌跡を図 5.24～図 5.31に示す．各実験における目標地点ま
での平均誤差 ex，ey，eθ および標準偏差 σx，σy，σθ を表 5.9～表 5.16に示す．実験結
果より，回転盤式自在キャスタを用いた場合，荷重が付加されていない場合の並進直進・
並進右・斜め走行および，並進右から並進直進・並進左から並進直進・並進右から並進後
退において，終点位置のばらつき（平均位置誤差の標準偏差）が底床式自在キャスタを用
いた場合よりも低く抑えられた．また，荷重が付加された場合の斜め走行や並進右から並
進後退では，底床式自在キャスタを用いた場合，目標位置までの平均誤差が 100[mm]を
超えるような大きな走行の乱れが生じたが，回転盤式自在キャスタを用いた場合はいず
れの場合も平均誤差が 100[mm]未満となり，安定した走行ができているということがわ
かった．
回転盤式自在キャスタを取り付けることで 100[mm]を超えるような大きな走行の乱れ
は軽減したが，まだ多少の走行の乱れが確認された．キャスタの旋回抵抗以外の走行の乱
れの原因として，開発した自在キャスタ型試作機は球体支持部とアクチュエータ部が天板
ごと分離可能な設計となっており，上から荷重が付加されると接合部の隙間が広がり，球
体とロータの圧接力にばらつきが生じたということが考えられる．今回の実験では，自在
キャスタ型試作機の天板部分を MDF(中密度繊維)の板とコの字の金属フレームで補強し
たが，今後は天板自体を 1枚の部品で作製するといった対策が必要になると考えられる．
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.16. Result of longitudinal motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.17. Result of lateral motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.18. Result of oblique motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.19. Result of turning motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.20. Result of right-forward motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.21. Result of left-forward motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.22. Result of right-backward motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.23. Result of left-backward motion（without load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.24. Result of longitudinal motion (with load)
96 第 5 章 自在キャスタを用いた球体駆動式全方向移動機構の開発
(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.25. Result of lateral motion (with load)
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.26. Result of oblique motion (with load)
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.27. Result of turning motion (with load)
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.28. Result of right-forward motion（with load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.29. Result of left-forward motion（with load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.30. Result of right-backward motion（with load）
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(a) Conventional universal caster
(b) Proposed universal caster
図 5.31. Result of left-backward motion（with load）
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表 5.9. Mean position error of longitudinal motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 26.94 3.30 2.31 12.83 1.95 1.69
Proposed caster 20.86 51.27 1.59 11.07 1.52 1.19
Conventional (with load) 13.58 16.62 0.30 11.98 4.05 0.14
Proposed (with load) 30.16 17.68 2.72 16.75 11.06 1.78
表 5.10. Mean position error of lateral motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 12.49 91.28 8.53 3.98 16.44 1.66
Proposed caster 17.94 32.89 4.53 9.06 3.02 1.39
Conventional (with load) 39.82 81.67 16.69 18.38 39.27 0.92
Proposed (with load) 63.00 44.94 4.50 16.09 31.26 1.97
表 5.11. Mean position error of oblique motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 32.84 34.81 3.48 18.65 25.90 1.65
Proposed caster 18.47 49.46 6.27 10.76 13.23 1.42
Conventional (with load) 33.33 208.43 14.62 13.57 62.81 10.44
Proposed (with load) 72.85 19.31 7.11 11.23 14.78 2.08
5.5 まとめ
本章では，球体駆動式全方向移動機構の球体支持部に着目し，従来機と比較して高いメ
ンテナンス性，高耐久性及び低騒音化の実現のため，球体支持部をボールキャスタから自
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表 5.12. Mean position error of turning motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 5.00 6.39 43.43 1.82 3.51 21.59
Proposed caster 2.95 5.09 15.44 3.71 3.55 2.84
Conventional (with load) 14.85 25.23 45.01 10.11 12.91 6.32
Proposed (with load) 3.79 7.69 65.91 2.31 3.31 13.38
表 5.13. Mean position error of right-forward motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 33.64 20.19 4.10 17.93 15.07 1.30
Proposed caster 43.67 21.00 3.16 9.53 11.10 1.80
Conventional (with load) 43.87 48.38 4.34 4.98 12.22 1.31
Proposed (with load) 23.56 61.52 3.38 20.28 17.29 2.49
表 5.14. Mean position error of left-forward motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 46.52 23.31 4.90 17.67 11.08 1.82
Proposed caster 28.85 22.37 3.64 10.62 7.65 1.73
Conventional (with load) 13.28 31.18 1.61 3.87 14.72 0.76
Proposed (with load) 18.92 19.19 1.38 13.06 12.88 1.42
在キャスタに変更した試作機を開発した．基本走行実験および騒音比較実験により，開発
した自在キャスタ版試作機はボールキャスタを用いた従来機とほぼ同等の走行性能を示し
つつ大幅に静音化していることを示した．また，荷重を付加した場合における旋回抵抗の
増加に関しては，スラスト軸受のような重荷重の支持に適し，且つ旋回抵抗の低いキャス
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表 5.15. Mean position error of right-backward motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 31.14 16.18 3.81 19.26 6.79 2.68
Proposed caster 34.71 33.60 4.28 17.51 6.51 1.88
Conventional (with load) 109.97 44.69 14.24 60.94 29.15 9.02
Proposed (with load) 36.45 24.71 2.45 21.98 15.64 2.04
表 5.16. Mean position error of left-backward motion
ex [mm] ey [mm] eθ [deg] σx σy σθ
Conventional caster 34.92 13.74 6.38 11.05 9.19 0.88
Proposed caster 18.80 11.56 2.80 12.06 5.98 1.68
Conventional (with load) 61.05 35.40 6.65 46.21 22.85 6.04
Proposed (with load) 46.19 67.14 5.81 11.22 29.10 2.26
タを開発し，実験によってその効果を示した．
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第 6章
結論
本研究は，球体駆動式全方向移動機構の安全性の向上を目的として，従来機における課
題の解決および安全性向上のための装置開発を目標に遂行された．以下に本研究で得られ
た知見を示す．
第 2章では，球体駆動式全方向移動機構の動作原理とこれまで開発された試作機の紹介
を行うとともに，球体の駆動に用いるロータ材料の見直しを行った．選定対象として，従
来のウレタンを含め，MCナイロン樹脂，ABS樹脂，アルミ，ステンレスといった主な
工業用途材料を選び，実験を通して球体材質との静止摩擦係数を求めた．実験により得ら
れた摩擦係数および材料自体の耐久性を考慮して，ステンレスを新たなロータの材料とし
て採用することとした．
第 3章では，安全性の確保のための全方向における衝突検出のための装置として，非接
触センサを用いた全方向衝突検知バンパーを開発した．非接触センサとして PSDセンサ
を採用することを提案し，PSDセンサの取り付け方法や反射板との角度についての検証
を行った．バンパーの変位測定精度の評価においては，実験を高精度化・高効率化するた
めの位置決め装置を開発した．実験では，従来のポテンショメータを用いた全方向バン
パーより高い精度で変位を検出することを示した．
第 4章では，狭い場所での利便性を考え，台車を小型化する際に生じる段差・傾斜走行
時の安定性低下という課題に対して，走行安定性の確保のために台車と座面の間に 2自由
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度の駆動部を設けることを提案し，安定化装置付き全方向移動電動車いすを開発した．安
定化装置の動作実験では，実際に段差や傾斜を走行させ，座面の傾き変化が ±2[deg]程度
に抑えられていることを確認した．
第 5章では，金属製の従来機において課題であった本体の重量およびとコストの問題を
解決するため樹脂素材を用いた台車を提案するとともに，従来機に共通するボールキャス
タを用いることによるメンテナンス性や騒音という問題を一度に解決するための手法とし
て，球体支持部に自在キャスタを採用することを提案した．実験では，ボールキャスタを
用いた従来機と自在キャスタを用いた試作機の基本走行（前進・右並進・斜め並進・旋回）
の走行軌跡を比較し，自在キャスタを用いた場合でも従来機とほぼ同等の走行性能を実現
できることを示した．また，旋回抵抗の低い自在キャスタを開発することで荷重が加えら
れた場合の走行性能の改善を行った．
以上のように，本研究では，重量やコスト，メンテナンス性や静粛性といった従来機ま
での課題を解決するだけでなく，球体駆動式全方向移動機構の安全性向上のための装置の
開発を行い，実験を通してその有用性を示した．
最後に，本研究の展望を述べる．本論文の冒頭で述べたように，ロボット技術を用いた
サービスの需要増加は深刻な少子高齢化を背景としており，サービスロボットあるいは電
動車いすやパーソナルモビリティが一家に一台という時代が訪れることも十分に考えられ
る．球体駆動式全方向移動機構をロボットの効率的な移動プラットフォームとして提供す
るだけでなく，電動車いすやパーソナルモビリティといった形で高齢者や下肢の不自由な
人々の社会参画を助けるための効率的で便利な移動機器として普及させることが本研究の
将来的な目標である．低コスト化やメンテナンスフリーを目指した様々な工夫，安全性の
向上といった本研究の成果により，球体駆動式全方向移動機構の将来的な利用・普及を促
すための大きな一歩を踏み出したといえる．
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